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・
改
正
後

所
得
税
の
控
除
限
度
額
の
100
分
の

18
（
シ
）
配
当
割
額
又
は
株
式
譲
渡
所

得
割
額
の
控
除
に
お
け
る
割
合

・
改
正
前
　
　
　
　
　
100
分
の
68

（
優
遇
税
率
適
用
の
間
は
3
分
の
2
）

・
改
正
後
　
　
　
　
　
5
分
の
3

平
成
20
年
度
分
か
ら
適
用

▼
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
調
整

措
置

・
平
成
19
年
分
以
降
の
所
得
税
に
お

い
て
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控

除
の
適
用
が
あ
る
者
（
平
成
11
年

か
ら
平
成
18
年
ま
で
に
入
居
し
た

者
に
限
る
。）
の
う
ち
、
所
得
税

及
び
個
人
住
民
税
の
税
率
区
分
の

変
更
に
伴
い
、
所
得
税
が
減
税
と

な
る
こ
と
に
よ
り
住
宅
借
入
金
等

特
別
控
除
額
が
所
得
税
額
か
ら
引

き
き
れ
な
い
場
合
は
、
翌
年
度
分

の
個
人
住
民
税
か
ら
減
額
す
る
措

置
を
行
な
う
。

▼
地
震
保
険
料
控
除
の
創
設

・
損
害
保
険
料
控
除
を
改
組
し
、
居
住

者
等
の
有
す
る
居
住
用
家
屋
・
生
活

用
動
産
を
保
険
ま
た
は
共
済
の
目
的

と
し
、
か
つ
、
地
震
な
ど
を
原
因
と

す
る
火
災
な
ど
に
よ
る
損
害
に
起
因

し
て
保
険
金
ま
た
は
共
済
金
が
支
払

わ
れ
る
地
震
保
険
契
約
に
係
る
保
険

料
な
ど
を
次
の
と
お
り
総
所
得
金
額

な
ど
か
ら
控
除
す
る
。

（
ア
）
地
震
保
険
料
（
地
震
な
ど
に

よ
る
損
害
部
分
の
み
）

・
保
険
料
の
支
払
額
の
う
ち
地
震
保

険
料
の
支
払
額
×
2
分
の
1
（
最

高
2
万
5
千
円
）

（
イ
）
長
期
損
害
保
険
料
の
経
過
措

置
（
た
だ
し
、
平
成
18
年
12
月
31

日
ま
で
に
契
約
し
た
も
の
に
限
る
。

（
ア
を
除
く
））

・
保
険
料
の
支
払
額
が
5
、
0
0
0

円
以
下
は
全
額

・
保
険
料
の
支
払
額
が
5
、
0
0
1

円
か
ら
1
5
、
0
0
0
円
ま
で
は

保
険
料
の
支
払
額
×
2
分
の
1
＋

2
、
5
0
0
円

・
保
険
料
の
支
払
額
が
1
5
、
0
0

0
円
超
は
1
0
、
0
0
0
円
（
ア
）

お
よ
び
（
イ
）
の
両
方

・
ア
と
イ
の
合
計
額
（
最
高
2
5
、

0
0
0
円
）

市
た
ば
こ
税

平
成
18
年
7
月
1
日
か
ら
適
用

税
率
の
改
定

改
正
前

・
紙
巻
た
ば
こ
2
、
9
7
7
円

・
旧
3
級
品
の
紙
巻
た
ば
こ
1
、
4

1
2
円

改
正
後

・
紙
巻
た
ば
こ
3
、
2
9
8
円

・
旧
3
級
品
の
紙
巻
た
ば
こ
1
、
5

6
4
円
　

※
1
、
0
0
0
本
に
つ
き

固
定
資
産
税

平
成
18
年
1
月
1
日
か
ら
適
用

耐
震
改
修
促
進
税
制
の
創
設
（
耐
震

改
修
を
し
た
既
存
住
宅
に
係
る
固
定

資
産
税
の
減
額
措
置
）

・
昭
和
57
年
1
月
1
日
以
前
の
住
宅

に
つ
い
て
耐
震
改
修
を
し
た
場
合
、

減
額
す
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。

平
成
18
年
か
ら
21
年
末
ま
で
に
実
施

し
た
場
合
　
3
年
度
分
、
平
成
22
年

か
ら
24
年
末
ま
で
に
実
施
し
た
場
合

2
年
度
分
、
平
成
25
年
か
ら
27
年
末

ま
で
に
実
施
し
た
場
合
1
年
度
分
、

税
額
（
120
㎡
相
当
分
）
が
2
分
の
1

減
額
と
な
り
ま
す
。

平
成
18
年
度
か
ら
平
成
20
年
度
ま
で

土
地
に
係
る
固
定
資
産
税
の
税
負
担

調
整
措
置

・
負
担
水
準
の
低
い
土
地
に
つ
い
て

均
衡
化
を
い
っ
そ
う
促
進
す
る
た
め
、

平
成
18
年
度
か
ら
20
年
度
ま
で
の
税

負
担
の
調
整
措
置
が
表
の
と
お
り
、

講
じ
ら
れ
ま
す
。

都
市
計
画
税

平
成
18
年
度
か
ら
平
成
20
年
度
ま
で

土
地
に
係
る
都
市
計
画
税
の
税
負
担

の
調
整
措
置

・
固
定
資
産
税
と
同
様
に
負
担
調
整

措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。

（
参
考
）
地
方
税
法
の
改
正

平
成
18
年
度
分
か
ら
適
用

▼
人
的
非
課
税
の
範
囲
の
見
直
し

・
65
歳
以
上
の
者
の
う
ち
、
前
年
の

合
計
所
得
金
額
が
125
万
円
以
下
の

者
に
対
す
る
非
課
税
措
置
を
廃
止

す
る
。

（
平
成
17
年
1
月
1
日
に
お
い
て

65
歳
以
上
に
達
し
て
い
た
者
の
税

額
を
平
成
18
年
度
分
に
つ
い
て
は

3
分
の
2
減
額
、
平
成
19
年
度
分

に
つ
い
て
は
3
分
の
1
減
額
す

る
。）

平
成
18
年
6
月
徴
収
分
か
ら
適
用

定
率
減
税
の
縮
減

・
定
率
減
税
を
2
分
の
1
に
縮
減
す

る
。

個
人
住
民
税
所
得
割
額
の
7.5
％
相
当

額
（
7.5
％
相
当
額
が
2
万
円
を
超
え

る
場
合
は
2
万
円
）

問
合
せ
先

税
務
グ
ル
ー
プ

T
52
―
1
1
1
1（
内
線
244
・
247
）

市

負担調整（H.18～H.20）

調
整
区
域
農
地
・
生
産
緑
地

負担水準 負担調整率

0.9～ 1.025

0.8～0.9 1.05

0.7～0.8 1.075

～0.7 1.1

負担調整（H.18～H.20）
（注1）本則課税標準額（地方税法の本則で
定められた課税標準額をいう。）は、次
のとおりです。
小規模住宅は、評価額×1／6
一般住宅は、評価額×1／3
特定市街化区域農地は、評価額×1／3
非住宅等・調整農地・生産緑地は、評価
額となります。

（注2）小規模住宅の場合は、評価額×1／6
の5％、一般住宅・特定市街化農地の場
合は、評価額×1／3の5％となります。

※前年度課税された土地の課税標準額です。
ただし、地目変更等がされた場合、前年
度課税標準額と相違があります。

非
住
宅
等

負担水準 負担調整

0.7超 評価額×0.7

0.6～0.7 前年度課税標準額

0.2～0.6
未満

前年度課税標準額＋評価
額の5％
ただし、本則課税標準額
（注1）の60％を上回る
場合は、60％相当額

～0.2未満 本則課税標準額（注1）の20％

特
定
市
街
化
農
地

一
般
住
宅

小
規
模
住
宅

負担水準 負担調整

1.0超 本則課税標準額（注1）

0.8～1.0 前年度課税標準額

0.2～0.8
未満

前年度課税標準額＋評価額の5％
（注2）
ただし、本則課税標準額（注1）
の80％を上回る場合は、80％相
当額

～0.2未満 本則課税標準額（注1）の20％


